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博士後期課程 2 年 前原 鮎美 
１ はじめに 
1975年、国連の主催によって国際婦人会議がメキシコシティで開催され「世界行動計画」が採択され、1985
年、国連の女性差別撤廃条約が批准された。日本では、この年「男女雇用機会均等法」が成立した。その 10
年後の 1995年、国連主催によって北京女性会議が開催され、国連開発計画の『人間開発報告書』（1995）によ
って、ジェンダー格差1が「貧困の女性化」をもたらすことが明らかにされた2。「貧困の女性化」とは、貧困層
に占める女性の割合であるが、後進国のみならず先進国でも増加しており、地球上の人口の 3分の 1にあたる
13億人が貧困ライン以下にあり、そのうちの 70％を女性が占めているのである。「貧困の女性化」の原因を同
書は、女性に雇用が解放されていないこと、女性の労働が低賃金の市場労働か家庭の「無償労働」であること
の結果である、と分析している3。21 世紀に入り、女性の労働市場への進出の増加の内実は、非正規雇用の増
加であった4。 
国連の取り組みから 40年たつ現代資本主義社会において、なぜジェンダー格差はなくならないのだろうか。
また、それは何に起因するのだろうか。ジェンダー格差を解決するためには、制度や政策の研究は極めて重要
であるが、ジェンダー格差が生じる根本的原因とジェンダー格差の構造を研究する必要性を感じた。「貧困の女
性化」は、資本主義の進行に伴って生じたものであり、資本主義における生産体制の考察が不可欠である、と
いう問題意識が生まれた。 
本論文の問題意識は、ジェンダー格差の根底にあるジェンダー不平等の問題を検討することであり、その目
的は、格差社会をめぐる多岐にわたる議論の中で、賃金格差、雇用格差などジェンダーに関わる経済格差の問
題を歴史的・経済学説史的視点から考察することにある。具体的にいえば、英国ヴィクトリア時代5にさかのぼ
って、ジェンダーに関わる経済格差の問題を J.S.ミル（John Stuart Mill,1806-1873）の『経済学原理』（1848）
及び『女性の隷従』（The Subjection of Women,1869）6を中心に考察する。なぜヴィクトリア時代なのか。そ
れは、ヴィクトリア時代が、地主・資本家・労働者という 3階級社会から、中産階級の拡大・新たな富裕階層
の形成・貧困層の広がりを生み出した社会の大転換期であり、中産階級の女性の貧困問題が社会問題化し、そ
れがジェンダー格差を浮き彫りにしたからであった。女性の「経済的自立」の必要性が主張され始めたのは、
ヴィクトリア時代におけるイギリスの中産階級からである。ヴィクトリア時代は、フェミニズム勃興期であり、
現代につながるジェンダー格差の問題意識がすでに存在した。 
水田（1984）は、女性問題を研究する上で、ヴィクトリア時代を研究することの意義を、ヴィクトリア時代
                                                          
1 「ジェンダー」（gender）とは、生物学的な性差と区別して、「社会的・文化的・歴史的につくられた性差」と定義されて
いる。 
2 国連開発計画の最新データ『人間開発報告書』（2010）では、新たな指数として「ジェンダー不平等指数（GII）」（①性と
生殖に関する健康、②エンパワーメント、③経済活動への参加において女性がどれほど不利な状態にあるかを示す指数）が
導入された。GIIによれば、日本の場合、③の経済活動の参加については、女性の労働市場参加率は 62％、男性は 85％で
ある。さらにこれに①と②の指数を加え計算して割り出した日本の GIIは、0.273 (2008年データ)で世界 138カ国中、12
位であった。 
3 竹中（2012:40）、高島（1984:25）によれば「水平的職業分離」とは、「看護婦・保母は女子、機械工は男子」といった区
分であり、「垂直的職業分離」とは、「男女が同一の職場で働きながら、熟練度・責任度の高い高給な仕事は男子、低い熟練
度の仕事は女子」など「隔離されている場合」である。 
4 日本の場合、総務省「労働力調査」のデータを見てみると、女性雇用者数は 1997年に 2103万人（全雇用者数の 39.3％）
だったのに対し、2012年には 2363万人（全雇用者数の 42.8％）へと増加している。しかし、一方で女性正規雇用者数は
1172万人から 1031万人に減少し、反対に女性の非正規雇用者数は 840万人から 1242万人へと大幅に増加している。 
5 英国ヴィクトリア女王の治世の時代（1837-1901）の約 60年間は、ヴィクトリア時代と呼ばれ、経済的に大いに繁栄し、
イギリスが植民地を広げて帝国支配を拡大していった時代であった。 
6 The Subjection of Women の訳語に関しては、岩波書店の大内兵衛・大内節子訳（1957）の訳者序文には、「原題をその
まま訳せば『女性の隷従』とすべきであるが」「日本の読者にはその内容を正しく伝えうると思われるので、『女性の解放』
とした」とあるが、本論文においては、問題関心を鮮明にするために、『女性の隷従』と原題の直訳をそのまま使用した。 
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は資本主義確立期にあたり「生活資料の生産と生命の生産の対立関係」が始まった時代にあたる、と規定して
説明している7。Pujol （1992）は、J.S.ミルの『経済学原理』が政治経済学において過去のどの考察よりも女
性の経済学的問題に影響を与え、女性に経済的自立の手段を考慮させるような最初のテキストであったことを
指摘する8。 
先行研究を概観するならば、J.S.ミルの女性解放論に関しては水田（1984）、女性労働の研究としては、竹中
（2011）、久場（1987a）（1987b）上野（2009）などがあり、女性参政権運動、女性労働史、社会政策とジェ
ンダーに関する多くの論稿が公刊されている。竹中（2011）、久場（1987b）、上野（2009）をはじめとする一
連の研究では、「性別役割分業」が、男性と女性の間に経済的な上下関係を生み出し、男性の女性に対する権力
的支配、従属関係＝家父長制的関係をつくりださざるをえないことを指摘している。とくに竹中（2011）は、
「性別役割分業の社会システム」＝「男性稼ぎ手モデル」が強固であればあるほど、女性の労働力化も特異性
をもつことになり、それを支える制度・政策・労使関係においてジェンダー・バイアスのあり方にも大きな影
響を与えることになることを示唆している9。こうした理由から、1970 年代以降のフェミニズムは、性差別の
根源を「性別役割分業の社会システム」＝「男性稼ぎ手モデル」に置き、ジェンダー格差を生み出す意識・制
度・政策の批判的検討を行ってきた。 
本論文が歴史的・学説史的分析に力点を置くのは、現代資本主義におけるジェンダー格差の問題が何に起因
するのかを 19 世紀イギリスにさかのぼり考察することが、現代の資本主義社会におけるジェンダー格差を根
本において規定する原因を明らかにし、ジェンダー格差を克服していく指針を指し示すだろう、という認識に
よるものである。 
先行研究との関連でいえば、安川（2000）は、J.S.ミル『経済学原理』『女性の隷従』における「性別役割分
業」と「家族」観について、J.S.ミルが二元論的な理解をしており、矛盾した主張である、としている。安川
（2000）は、J.S.ミルが夫婦を「事業経営のパートナーシップ」に例えて「生活上のパートナーシップ」と見
なし、「生活上のパートナー」たちは「能力と適性」において「パートナー間の契約」にもとづき「権力と責任」
を分担するので、「性別役割分業」は合理的であると主張している、と解釈している。安川（2000）は、J.S.
ミルが『経済学原理』において女性は結婚しなくても自分で暮らしを立てる「経済的自立」をはかるべきであ
ると主張し、『女性の隷従』では女性は結婚して家事労働に専念するのがふつうだとみなす、という二元的な理
解をしているとみなしている。安川（2000）の J.S.ミル理解に従えば、「家族」はミルの理想とする自由で民
主主義的な政治を担う人間の育成の場であり、妻はこの育成の責任者である。この責任ある経営の担い手とし
て女性にも政治的な権利が認められるべきである、とミルの主張を分析する。また、労働力の再生産工場の経
営体としての「家族」を背景として、その担い手としての女性の政治的人権の確立を要求しており、「性的-経
済的関係」を社会の進歩とみなし、女性参政権の確立は、こうしたシステムを合理化し強化するためのものと
捉えている。 
本論文は、安川（2000）のこうした二元論的ミル理解に疑問を感じ、J.S.ミルのフェミニズムは統一されて
いることを検証するために、J.S.ミルが『女性の隷従』で展開した「完全なる男女同権の原理」を『経済学原
理』との関連で考察する。また J.S.ミルのフェミニズムを J.S.ミルの理想的市民社会論をふまえて考察するた
めに、『自由論』（1863）にも言及していきたい。 
 
 
２ ヴィクトリア時代における「性別役割分業」の成立とフェミニズムの勃興 
 
本章では、産業革命以降の資本主義社会の成立過程で、市場労働と家庭労働が分化し（「家族機能の分化」）、
「性別役割分業」が生じていくことに着目して、ジェンダー格差の問題を考察する。 
 Hartman（1976）は、18 世紀末から 19 世紀中葉のイギリス産業革命期における家族について考察し、この
                                                          
7 水田（1984:18-26）。 
8 Pujol（1992）． 
9 竹中（2011）「第 10 章 格差社会の中の女性―いま求められている改革とは何か」を参照。 
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時期に家族賃金が成立したことを指摘する。 
また Pujol（1992）は、アダム・スミス（1723-1790）の女性観、生産と再生産の二分法（dichotomy）の成
立について以下のように分析した。 
スミスは『道徳感情論』（1759）『国富論』（1776）10において、家庭を「愛の感情」を育み「平和（peace）
快活（cheerful）調和（harmony）満足（contentment）の観念」を養う場所として重要である11と述べ、子供
の教育において女性の果たす役割の重要性を主張している。スミスの女性観は、中産階級と上流階級の（雇わ
れる必要のない）女性に関しては、夫をつなぎとめておくために魅力的であること、つつましさ（chastity）
しとやかさ（modesty）が女性の徳である12。夫に対して忠実で（faithful）気遣いをし（careful）誠実である
（sincere）ことが求められた13。 
スミスは、労働者の公教育（public education）の必要性を説く一方、労働者の女性や教育については何も
言及していない14。上流階級の女性は出産力が低いのに対して、下層の女性は貧困であっても多産である。貧
困のため死亡率が高いが、労働者階級の早婚は人手を増加させる15。スミスは、需要の増加→結婚の増進→人
口の増加→需要の増加、という経路で、女性の再生産（出産・育児）は、生産的労働者や市民の育成と「国富」
に貢献しているとしているとした。 
 
「需要がひきつづき増加するならば、労働の報酬は必然的に労働者の結婚と増殖を促進し、その結果彼ら
は、ひきつづき増加する需要をひきつづき人口増加によって充足しうることになる」16。  
 
スミスは『国富論』において分業論を主張し、公共部門（public sphere）と私的部門（private sphere）の
区分、市場と家庭の区分、生産（production）と再生産（reproduction）との区分を完成したため、スミス以
降の経済学の著書、D.リカードウ（D.Ricardo,1766-1834）の『経済学および課税の原理』（1819）、T.R.マル
サス（T.R.Malthus,1766-1834）の『人口論』（1798）、『経済学原理』（1836）のいずれにおいても女性の再生
産については言及されず、その焦点は二分法の最初の要素にのみ焦点があてられることとなった17。 
ヴィクトリア時代においては、産業革命を契機として工場による大規模生産が広まり、安価な原材料の確保
と生産された製品の販路を求めて海外進出が推進され、資本主義が大いに繁栄した。しかし資本主義社会にお
ける賃労働がもつ根本的な問題のひとつは、公私二分化が進み、それに伴い「性別役割分業」が生じたという
ことである。 
 原（2016）は、社会生活の公私の領域への二分化は、18 世紀から 19 世紀のイギリスの「労働規律」の形成
によって進んだと分析する。18 世紀の農村社会では、「労働と生活の境目は曖昧であり」「時間で区切られた」
労働よりも「人間的で包括的な労働」18であったが、産業革命の進展に伴い工場制度が確立してゆくと、労働
者に時間の効率化を要求し続けるような資本主義的な「労働規律」が形作られていった19。 
前述の水田（1984）は、ヴィクトリア時代が「生活資料の生産と生命の生産の対立関係」が始まった時代に
あたり、それが性差別（とそれに続く現代資本主義社会のジェンダー格差）を生みだしたことを主張する。す
なわち、人間が自然の脅威にさらされ「人間と自然との対立」のほうが厳しかった時代には、「生活資料の生産」
と「生命の生産」は対立するものとしては現われてこなかった。「生活資料の生産」は労力がかかり男性も女性
                                                          
10 以下引用については『道徳感情論』は TMS、『国富論』は WN と略記する。 
11 TMS Ⅰ.ⅱ.４.2／上 101-102 ページ。 
12 TMS Ⅵ.ⅳ． 
13 TMS Ⅲ.5.1／上 337-338 ページ。 
14 WN Ⅴ.ⅰ.f.50。 
15 WN Ⅰ.ⅷ.37,38,39／（1）143-144 ページ。  
16 WNⅠ.ⅷ.39／（1）144 ページ。 
17 Pujol（1992）は、マルサスが女性を「再生産の機械」（mechanical reproducers）とみなそうとしており、計算上の最大
出生率（the arithmetic of maximum fertility）の扱いや、人口増加（population growth）の「検査（checks）」（晩婚、未
亡人、飢きん）という発想は、女性を人間（human being）として見なさない考えにもとづく、と批判する。 
18 Thompson（1991,358）． 
19 原（2016,231）． 
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も携っていた。だが技術の向上によって生産力が上昇するようになると、人間はより多くの労力を「生活資料
の生産」に投じて「生活の安定」を図ろうという欲求が生じた。「生活資料の生産」への労働力の投入は生活を
向上させるが、「生命の生産」は一時的には、それを阻害する。その結果、「生活資料の生産」と「生命の生産」
の対立が生じた。市場の労働にもとづく「生活資料の生産」だけを基準にすれば、女性は一人前ではないとい
う論理であり、ここに性差別の契機がある。「生活資料の生産」は能動的活動であり、「生活の向上」をもたら
す価値ある活動とされ、一方「生命の生産」は、出産をコントロールできないという意味で自然現象であり、
受動的活動であるため、それを担う女性は低い地位に置かれることになった。「生活資料の生産」で優位にたっ
た男性が家族を代表し、女性の労働、性、肉体、人格のすべてが男性に従属するようになった。 
したがって、水田（1984）によれば、性差別は「家族という組織」に維持され内部から支えられており、男
女の上下関係は、都合のよい関係として意識の中に埋め込まれ、それが「支配する性格」と「依存する性格」
として性に結びつけられていった。 
資本主義の生産体制は分業システムであるが、問題となるのは、その生産体制が「家父長制」に依拠し「性
別役割分業」を生みだしていることである。 
資本主義の生産体制の拡大は生産と消費の分離を進め、男性は市場社会における有償労働（Paid Work: PW）
を、女性は家事労働=家庭における無償労働（Unpaid Work: UPW）を担うという「性別役割分業」が進んだ。
このことは、労働者の資本家への支配‐従属関係と、女性と子どもの家父長への経済的従属関係を生み出して
いった。 
このことをシェーマ化すると以下のようになる。 
 
   
 
 
 
 
大家族制の解体と核家族化は、「家族機能の分化」をもたらし、「男性稼ぎ手モデル」という家族形態を推し
進めた結果、市場における賃労働の担い手（男性）を「主」とし、家庭における無償労働の担い手（女性）を
「従」と見なす「家族」関係が生じた、といえる。 
ヴィクトリア時代の女性観は、労働者階級、中産階級、上流階級という階級ごとに異なるものであった。労
働者階級の女性は、外では機械制工場労働者として低賃金で雇われて働き、家では家父長に隷従されて無償労
働を行うという、市場と家庭における二重の搾取・隷従関係の中にあった。 
一方、上流階級の女性観は、妻は夫に従属する「家庭の天使」であり、慈善事業で貧者を救済すればよい、
というものであった。上流階級の女性は「男性に奉仕するのが美徳」とされ、自立を考える状況になかった。
これに対して「中産階級以上の女性」には、「就業しうる職種が著しく限定されているという問題」や「家庭に
おける家父長的支配、教育の機会の制限、法的・政治的諸権利の面でのジェンダー差別という問題」が存在し
た。「中産中層階級」の女性にとって結婚は生活の保障であったが、長男以外の男性が土地の長子相続制度によ
り仕事を求めて海外に出ざるをえず、結婚という経済的安定を失うという深刻な問題に直面した。こうした危
機感から経済的自立を求めて、「女性解放の運動が中産中層階級の女性たちを中心」に起こったことは必然であ
った20。 
19世紀前半には、銀行の倒産などの経済変動とそれに伴う大量の若い男性の海外移民によって、中産階級の
女性は、職業につき経済的に自立することを迫られた。しかし求人はそれほど増えず、しかも中産階級の女性
                                                          
20櫻井（2012）参照。舩木（2012:182）は、社会問題として認識され始めた「カヴァネス問題」「女性の貧困や劣悪な労働
条件をめぐる問題」といった女性問題を分析し、経済学が「女性の知的向上、経済的自立」に与えた影響を考察する。バー
バラ・ボディションは、市場における労働も家事労働も同等に評価されるべきであるが、専門職に就くための女子教育と職
業教育は極めて重要であると主張し、「産業化の時代において、女子教育の変革」の必要性、医学やビジネス（簿記）の分
野など「専門教育を奨励」する点で「中産階級の女性たちの新しい労働観」を提唱した。 
「１ 産業革命以後の「男性稼ぎ手モデル」の成立」 
産業革命⇒①大家族制の解体＝核家族化／②労働と家庭の分離⇒「家族機能の分化」：男性は市
場における有償労働（PW）・女性は家庭における無償労働（UPW）＝「男性稼ぎ手モデル」と
いう「性別役割分業」の推進⇒男性の女性への支配‐従属関係の顕在化 
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は職業訓練を受けていなかったために、低賃金など悪条件で働かなければならなかった21。 
 
 
 
 
 
 
 
櫻井（2012）は、ヴィクトリア時代を「フェミニズムの勃興期」と位置づけ、フェミニズムがこの時代に登
場した必然性と「ヴィクトリア時代に現われた女性経済学者」の果たした「歴史的役割とその成果」は極めて
注目に値することを主張する22。ここで問題となるのは、イギリスにおけるフェミニズム運動は、経済問題と
して出発しているという点である。景気変動と長子相続制が、中産階級の女性の「経済的自立」を促す要因と
なっていた。当時の結婚法では、女性は階級や資産にかかわらず、結婚すると財産権がなくなり、たとえ結婚
前に資産や財産があったとしても、結婚後それは夫である男性の財産となった。また女性は相続権もなく、男
兄弟のうち長男がすべてを相続する長子相続制であった。そのため女性の生活は、階級にかかわらず結婚にす
べてがかかっていたのである。こうした経済事情と先に述べた結婚できる男性の減少が起因して、ヴィクトリ
ア時代には、「経済的自立」を目指す「中産階級」の女性が、アダム・スミス『国富論』23、D.リカード『経済
学および課税の原理』、J.S.ミル『経済学原理』といった経済学を受容していった24。女性経済学者が登場し、
中産階級の女性の経済的自立化を啓蒙した。その一方で、低賃金の工場労働と家庭の無償労働とに忙殺されて
いる「労働者階級」の女性が存在した25。 
 
３ J.S.ミルの「男女同権論」とフェミニズム 
 
3-1 J.S.ミル『経済学原理』における賃金論とフェミニズム 
3-1-1 J.S.ミルの「家父長制」批判と賃金論26 
19世紀中期以降、「結婚という経済的な安定を失った場合の危機意識」が中産階級の女性を「経済学の受容」
へと向かわせた。女性たちは「経済的に自立した生活」を求めて経済学を学び、「財産権や職業獲得への組織的
運動づくり」「女性参政権の獲得運動」へと向かう。「女性の貧困問題を発端とした経済的自立の要求」である。
こうした産業化がもたらした「独身者という新種のフェミニストたち」が選んだ経済学のテキストが、J.S.ミ
ル『経済学原理』である。 
J.S.ミルは、19世紀イギリスの代表的経済理論家であると同時に、その著作は倫理学、心理学、政治学、国
家論＝経済政策にまで及ぶ。J.S.ミルは、父・ジェームズ・ミル（1773-1836）が女性参政権に不支持の主張
を示してきたのに反対して、1866年、婦人参政権に対する嘆願書を議会に提出した。J.S.ミルは、急進改革派
の議員（1862-1865）として女性参政権運動を支えた人物であり、1869年に公刊した『女性の隷従』は「婦人
                                                          
21 水田（1973:165-167）。 
22 櫻井（2012:3-68）参照。 
23 アダム・スミス『国富論』において、スミスが提起した「自然的自由の体系」は、自由競争にもとづく市場原理の基礎と
して受容された。スミスは、資本主義的生産体制は「平等」の理論としての分業を基軸にして資本主義が発展すると理論づ
けた。アダム・スミスの頃の「家族」は生産体制であり消費単位である。家族内で働く者と働かない者がいたが、家族の機
能は未分化であった（櫻井 2012,66-71頁）。 
24 舩木（2012）は、ミルの賃金論を「フェミニスト的な賃金論」と規定して「女性賃金の低下を原理的に論じた」点を評価
する。 
25 社会経済学者であるヴィアトリス・ウェッブの賃金論は、「性別役割分業観」に依拠した「男性主体・女性劣位の賃金論」
だったが、その後、「男女公平賃金論」へと主張を変更する。この点については佐藤（2012:195-238）参照。中産階級の女
性の経済的自立、女性の解放、女性の社会的進出を主張するフェミニズムの流れがこの時代いかに高まりを見せていたかを
知ることができる。 
26 Pujol(1992,25-29). 
「２ 中産階級の女性の貧困化の社会問題化」 
土地の長子相続⇒二男以降は独立の必要性⇒大都市における工場労働か海外移民となる⇒男女比の
バランスが崩れる⇒独身女性の増加⇒女性は相続権・財産権がない。雇用も限定されている⇒中産
階級の女性の貧困化の社会問題化⇒中産階級の女性の「経済的自立」を求める動き⇒専門的技能・
知識の習得により専門職（会計士、医者など）に就く女性の出現、女性経済学者による啓蒙運動 
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参政権運動の聖典」とも呼ばれるものであった27。 
本章では、当時のフェミニズムの活動家が経済的な理論支柱を J.S.ミルに求めたことに着目する。ミルは『経
済学原理』において、経済的には資本家と労働者の「支配‐隷従関係」を批判し、『女性の隷従』では家庭にお
ける家父長制と男性の女性への「隷従関係」を批判した。女性の自立のために女性の教育の必要性を主張する
ミルの主張は、19世紀にあって極めて先駆的な主張であり、中産階級の「経済的自立」を支えた思想であった。 
 
J.S.ミルとハリエット・テイラーは、他のほとんどの経済学者とは違い、女性は男性よりも生産性が低いと
は考えなかった28。女性の能力に関しては、『経済学原理』第 1編第 8章 5「分業の利益の分析」に次のように
述べられている。 
 
「婦人は、不変な工場の仕事をやらせても、その能力が男子に劣るものではないのであって、さもなけれ
ば婦人があれほど広く工場の仕事に雇われるということはなかったであろう」（CWⅡ128／①246）。 
「婦人は（少なくとも現在のような社会事情において）通例男子よりもはるかに大なる変通性をもってい
るものである。そして婦人の考え方や経験は従来人類の意見の形成に参与することが少なかったのである
が、右の話柄はこのことを示す多くの例の一つである。およそ仕事は長くつづけて行なうとき活気づいて
くるものであって、新しい仕事に移った当座のしばらくは能率が上がらないものであるという考えに反対
しない婦人は少ないであろう。しかし、この場合でさえも、このような婦人の特性の原因は天性というよ
りはるかに多く習慣にあると信ずる。男子の業務は十中八九は専門的である。しかし婦人の業務は十中八
九が、一般的なものであって、その一つ一つはきわめてわずかの時間しか必要としないような些細なこと
を多数に含んでいる。婦人は一の手先仕事から他の手先仕事へすみやかに転換するということを絶えず実
行しているのである」（CWⅡ127-128／①245-246）。 
 
Pujol（1992）は、J.S.ミルのフェミニズム、進歩的自由主義（progressive liberalism）が、アダム・スミ
スに始まった「二分法」の伝統を打ち破ったことを評価する。ミルは、経済理論の文脈において、女性の経済
活動と社会で女性が直面する苛酷な状況について紹介した。ミルは、神の「見えざる手」のような極端に楽天
的な調和モデルの裏側には、女性の隷従、労資間には支配-従属関係が存在するという資本主義の解決しがたい
現実を隠そうとせずに明らかにした29。 
このことはアダム・スミス以降の経済学者が公私二分化によって、女性の実態を不可視化してしまったこと
と対照的である。 
女性賃金論に関して J.S.ミルは、『経済学原理』第 2編第 14章 5「婦人の賃銀、それはなぜ男子の賃銀より
低いか」において、女性の低賃金とその不平等性について以下の 3点から批判的に論じている。 
 
(1) 女性の受けとる賃金は「慣習（custom）」（CWⅡ395／②379）によって低賃金とされている。女性の賃金
は、「一般的に低く、男性と比べるとかなり低い」（CWⅡ394／②379）という現状にあり、同じ生産効率に対
する同一賃金（wage equality）は例外である。かりに一部の職種で出来高払いなどによって女性が高い賃銀を
得たとしても、その女性の賃金は、女性は男性の「付属物」であるという観点から男性（夫）のものとなる。 
 
「婦人は、工場において、時として男子と同じ収入をとっていることがある。手織物におる織物の場合も
そうである。手織物による織物の賃銀は出来高払いであるから、婦人の能率に対し確実な試験となるので
ある。能率は相等しいが、給与は等しくないという場合には、これを説明しうる唯一の理由は慣習―先入
観化、あるいは現在のごとき社会の構成に根ざしているところの慣習―である。現在の社会構成は、ほと
                                                          
27 水田（1973:161）。 
28 Pujol（1992,27）． 
29 Pujol（1992）．『経済学原理』において、J.S.ミルは農耕社会（agrarian societies）における家事の男女の生産における
分業について言及する（CWⅡ118）ものの、その後の歴史（history）に関しては何も言及しておらず、性別役割分業の分
析（the analysis of the sexual division of labour）（市場、社会、全体として）があいまいである、と指摘する。 
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んどすべて婦人を社会的にいってある男子の付属物たらしめることによって、男子をして、男女両者に属
するものは、何であれその獅子の分け前を組織的に獲得させているのである」（CWⅡ395／②379-380）。 
 
(2) 女性の参加することができる職種が法律と慣習によって制限されており、供給過剰から競争によって女性
の賃金は低賃金となる。またかりに女性特有の職業（peculiar employments of women）」(CWⅡ395／②380）
でその賃金が高い場合であったとしても、それは「慣習」によって男性（夫）がとっていくのである。 
 
「男子の通常の収入と比べて婦人の賃銀が低いという事実は、この職業が供給過剰となっているのだという
ことの証拠である。すなわち賃銀によって生活をささえている婦人の数は、そのような男子の数よりもはる
かに少ないけれども、法律や慣習が婦人の参加することを許している職業というものの数が比較的に少ない
ので、婦人の就職の分野が男子の場合以上に人員過剰となっているのだということの証拠である」（CWⅡ395
／②380）。 
 
   「しかし主な問題は、婦人の特有の職業に関するものである。これらの職業の報酬は、男子によって行われ
るところの、技能と不愉快の度をそれと等しくする職業の報酬と比べていつもはるかに低いと思う。これ
らの場合のうちの若干は、明らかに、すでに述べた理由によって証明することができる。たとえば家事使
用人の場合がそうである。家事使用人の賃銀は、一般的に言って、競争によって決定されず、労働の市場
価値をはるかに超過しており、しかもこの超過分の最大部分は、慣習によって調節される他のすべての事
柄と同じように、男性がこれを取っているのである」（CWⅡ395／②380）。 
 
(3) 女性は男性の「従者」と位置づけられており、男性の賃金には家族を扶養する費用が含まれているため、
男性の賃金が女性の賃金よりも高い30。 
 
「男子の賃金は、少なくとも彼自身と、その妻と、人口を維持するに足りる数の子供とを養うに足りるもの
でなければならぬ」（CWⅡ395／②381）。 
「かりにその妻が若干の収入を得るとしても、夫婦の賃銀の合計は、彼ら自身ばかりでなく、（少なくとも幾
年かの間は）その子供をも養うに足るものでなければならない」（CWⅡ395／②381）。 
「夫に頼って扶養してもらわなくともよいという特典が婦人に与えられることは、これと同等以上に有益な
事柄だからである。」 
 
Pujol（1992）は、『経済学原理』においてミルが女性は男性の「付属物」であるというヴィクトリア時代の
階級の偏見（Victorian and class biases）を鋭く批判したことを明らかにした。 
 
3-1-2 J.S.ミルのリベラル・フェミニズム31 
 
『経済学原理』第 5 編第 11 章 9「人が他人に対して権力をふるう場合、児童および青少年の保護。下等動物
の保護。婦人之場合は同じでない」においてミルは、女性が男性に劣っている理由は「社会的地位の不公平か
ら生ずるに過ぎない」ことを力説する。 
 
「ある一定の年齢以下の児童は、自分自身のために判断または行為することができないのである。ある程
度年齢を加えるまでは、彼らは不可避的にそうする能力を欠いている。ところが婦人は、男子に劣らず、
                                                          
30 Pujol（1992）は、ここで「男性の賃金には家族を養う費用が含まれている」（CWⅡ395／②380）ことをとりあげ、この
時代「家族賃金（family wage）」という「慣習」があったことを指摘する。 
31 ミルとハリエットは、工場法のうらにある本当の目的（motive）を鋭い感覚で（perceptively）見極めた。工場法は、家
庭における（経済的に）依存した召使いとして有効である（availability）女性を確保する（ensure）ためのものだった。
Pujol（1992,24）． 
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自分の問題を評価し処理する能力をもっており、婦人がこれをなすことに対する障害は、ただ彼らの現在
は社会的地位の不公平から生ずるに過ぎない」（CWⅢ953／⑤317）。 
 
「もしも婦人が、自分自身の人格と財産（patrimony）または獲得物（acquition）とに対して男子が持っ
ているような絶対的支配権（an absolute control）をもつこととなったならば、婦人が自分自身のために
労働する時間を制限すること、そしてその夫のために、制限を主張する人たちのいわゆる夫の家庭におい
て、労働する時間を持たせようとすることに対しては、もはや何の口実も見いだせないことになるであろ
う。労働生活をなす婦人の中で、その地位が奴隷および苦役者のそれではないものは、ただ工場に雇われ
ている婦人だけであった。なぜかといえば、これらの婦人は、その意志に反してまでも工場で労働して賃
銀を取ることを、容易に強制されるようなことはありえないからである」（CWⅢ953／⑤318）。 
 
女性の平等は、雇用の機会（the option of employment）を与えられてこそ達成しうる、とミルは考えた。
このような平等思想は『女性の隷従』で「完全なる男女同権の原理」として主張される。 
 
 
3-2  『女性の隷従』における「完全なる男女同権の原理」 
 
資本家と労働者の支配‐従属関係を批判する『経済学原理』に対して、『女性の隷従』では、女性の雇用制限
と女性の依存・妻として母としての役割・家父長制（patrialical）が、女性に及ぼす力と関連づけて論じられ
ている32。 
婦人参政権の主張を含む『女性の隷従』が公刊されたのは、1869 年ではあったが、それ以前に J.S.ミルは、
ハリエット・テイラーと共著で「女性権利論」（‘Papers on Women’s Rights,1847-ca.1850）を執筆し、「女性
の法的・道徳的隷従」は最悪の障害であることを主張しており、すでに 1847 年の段階で J.S.ミルは「男女同
権論」を展開していた。このことから、J.S.ミルは『女性の隷従』における女性の解放の構想を 1847 年から
1850 年の間にすでに確立していたことが理解できる。 
 J.S.ミルの『女性の隷従』は、1883 年の第 5 版以降、絶版になっていた。だが、1906 年、米国出身で哲学
博士であり、ロンドンで「倫理教会」の牧師として布教に努めた人物、スタントン・コイト（Stanton 
Coite,1857-1944）によって復刻版が出版された33。コイト自身、訳者の注の中で、『女性の隷従』が極めて難
解な本であると述べ、そのため内容を分析して節を分け小見出しをつけている。 
水田（1984）はこのコイト版をふまえて、『女性の隷従』の内容を再検討し、以下のような構成になってい
ることを分析し直している。すなわち、①第 1 章では、「男女平等の正当性」を論証している。女性の男性に
対する従属状態は「なぜ不都合であるのか、不合理なのか、不当なのか」を論証し、男女平等の正当性を主張
している。②第 2 章では、「家庭生活における男女平等」、③第 3 章では、「社会生活上の男女平等」を「政治
上の平等」「職業上の平等」の両面から検討している。④第 4 章では、「男女平等がどれほど個人的にも社会的
にも利益をもたらすか」を功利主義者の立場から論じている34。 
水田（1984）の『女性の隷従』におけるミルの「女性の解放」論の理解は、研究の力点がとくに女性参政権
運動に置かれているため、経済的視点より政治的視点が強調された分析となっている。水田（1973）は、『女
性の隷従』でミルが「解放を呼びかけたのは、主として相続財産のある女性たち」であり、「財産をもたない女
性については、家庭内の性的分業による仕事がその任務だとされ、家庭外での生活費を手にいれるための労働
は否認される」と分析している。「女性は主婦か職業人であって、両方をかねることはありえない」というミル
                                                          
32 Pujol（1992:24）． 
33 コイトは、ギルマン『女性と経済学』も復刻版を出版し「ミルの論文とギルマン夫人の論文との相違と類似は、この 2 つ
が一緒になって、女性の自由と責任の問題についてのひとつの完全な著作となる」と述べ、ミル『女性の隷従』とギルマン
『女性と経済学』の二つを読むべき著作である、と主張している（水田 1984：61-62）。 
34 水田（1984:64）。 
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の女性論理解である35。 
 上杉（1992）は、J.S.ミルの『女性の隷従』を「総合的な女性解放の射程と男女同権の科学的基礎づけ」「結
婚と家庭をめぐる女性の地位の改善」「女性のあらゆる職業への解放」「婦人参政権の標榜」という視点から検
討し、ミルが「結婚、就業、参政という 3 段階の男女同権」を主張した、と分析している36。しかし上杉（1992）
は、ミルの女性解放論の形成過程の考察に重点が置かれていること、本論文の目的意識との関心の違いもあり、
第 4 章への言及が少ない。そのため、全章の構成上、第 4 章の位置づけが明確ではない。 
本章では、先行研究をふまえて、J.S.ミル『女性の隷従』の主張を再検討する37。男女の「完全なる同権の原
理」をミルが主張する目的を、「人間的成長論」と「社会的変革論」の有機的結合という視点から検討したい。 
ミルは、人類の半分を占める女性が、家庭で隷従されている事実、経済的に隷従されている事実、法的に隷
従されている事実を批判し、このことが、人類の進歩にとっていかにマイナスであるかを主張した。すなわち、
女性を 3 分野における「隷従」から解放し、「男女同権」を実現すべきである、と主張した。つまり、①家庭
内における隷従（女性の夫への隷従）からの解放＝「家父長制批判」、②市民社会における経済的隷従（女性の
職業からの排除）からの解放、③市民社会における政治的隷従（女性の法・慣習への隷従）からの解放、であ
る。安川（2000）のように「性別役割分業」の合理化という視点ではない。 
ミルのこの主張は、家父長制の家族において「性別役割分業」が当然とされていた時代に、いかに革新的で
あったかは容易に想像できるであろう。 
ミルは『女性の隷従』を通じて、男女の「完全なる同権の原理」を主張する。「女性が男性に法律上従属する
ということ」が「人類の進歩発展に対する重大な障碍物の一つ」となっていることを指摘し、一方に「権力」
「特権」をもたせないこと、他方に「能力を与えない」ことのないように改めるべきであると主張する。 
 
「この論文の目的とするところは、私がいやしくも社会問題あるいは政治問題についてなんらかの意見をも
ちはじめたころから現在にいたるまで、少しも変わることのない所信の基礎を、できるだけ明瞭に説明する
ことにある。……（中略）すなわち、両性間における現在の社会関係を規制している原理―女性が男性に法
律上従属するということ―はそれ自体において正しくないばかりでなく、いまや人類の進歩発達にたいする
重大な障碍物の一つとなっている、それゆえこれを完全なる同権の原理に、すなわち一方には権力や特権を
もたせないように、他方には能力をあたえないということのないように、改めるべきだというのである」38。 
 
「ただ不幸にして、とくにこの国においては、女性自身がきわめて不自然な産物であるために、女性の感情
のうち、各自の観察と意識から成るものはごくわずかであって大部分はあとから習いおぼえたものの結合で
あるにすぎない。こういうことは次第に減少してゆくであろうが、社会制度が男性と同様女性にも自由な創
意の発達を許すようにならないかぎり、この風が全然なくなることはむずかしいであろう。その時にいたっ
てはじめて、われわれは、女性の本性について、あるいは現在よりも女性に適応するものがもっとたくさん
あるのだということについて、十分に聞けるばかりではなく、真に理解することができるようになるのであ
ろう」39。 
 
『女性の隷従』第 1 章においてミルは、「男女同権論」を以上のように主張した。現在の法律において男女
が同権ではないが、これは男性が女性より優れているという理由から来たものではない。これは男性が女性よ
りも肉体的に強かったというような不合理な歴史によるものだ。だからこれを改めることが、社会の進歩であ
る。 
                                                          
35 水田（1973:163）。 
36 上杉（1992:73-101）。 
37 本論文では、あえて引用を長くした部分もあるが、それは前後の文脈を省略することで含意が変わってしまうことをさけ
るためである。なお引用文中の下線部は筆者が引いたものである。引用文に関しては必要に応じて筆者が改訳した部分もあ
る。 
38 Mill(1869:254／36). 
39 Mill(1869:279／75). 
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「社会の進歩」というのは各人の「自由の拡充」である。そこで、われわれの任務は、女性にも「職業選択
の自由をゆるさねばならない。あらゆる職業と地位とを女性に解放するようにしなければならないのである、
と。 
 
3-2-1 家庭内における隷従からの女性の解放（家庭） 
 ミルは、「完全なる男女同権の原理」にもとづき、家庭内において女性の隷従を生み出す家父長制について強
く批判した。ミルにとって、「家庭内専制」によって、妻は夫の「奴隷」どころか「奴僕」（bondservant）で
ある。前述の如く、妻が取得した財産は（相続や譲渡でも）すべて、「事実上」夫の所有権の下に置かれる。そ
のため女性は結婚した瞬間から、財産所有に対する実質的な権利を喪失する。「経済的自立」が不可能となった
妻は、生涯、夫に全面的「服従の義務」を求められるのである。 
この点についてミルは、第 2 章で、「いかなる奴隷も妻ほどの程度の奴隷ではない」40と強く女性の隷従状態
を批判する。現在のイギリスにおいて法律上女性は妻として娘として、夫や父に対していかに隷属しているか
を指摘する。女性の隷従は、女性が天賦の能力を発揮してその人格をたくましく完成することを妨げている。
ミルによれば、法律上はどうであれ、女性は妻として娘としてすでに幸福である、という議論があるが、それ
は男性のわがままである。 
第 4 章においても、現状の結婚は奴隷関係であることをミルは力説する。 
 
「結婚した女性の置かれている状態を改善しようという場合には、このような疑問はほとんど起こりえない
であろう。一人一人の女性が一人一人の男性に従属していることから、数えきれないほど多くの場合に起こ
ってくる苦悩、不道徳、あらゆる種類の害悪は、到底見逃しがたいほどに恐るべきものである。思慮のない
人や不公平な人は、極端な場合や世間に知れわたった場合だけを勘定にいれて、そのような害悪はただ 例外
的なものにすぎないというかもしれない。しかし誰でも、そのような害悪の存在すること、しかも多くの場
合それがはなはだしいことを悟らずにはいられないのである。また権力の濫用は、その権力が存在するかぎ
り阻止しがたいということも、きわめて明白である。この権力は、善良な男性だけにあたえられるものでは
なく、すべての男性に、そのもっとも獣的なものに、またもっとも凶悪なものにもひとしくあたえられる、
いな、提供される権力なのである。これを阻止するものはただ世論だけであるが、こんな男性の耳には、彼
らと同類の世論だけしか達しないのがふつうである。そのような男性が、夫のすることについてはどんなこ
とでも耐え忍べと法律が強制している一個の人間に対して、残虐な圧制をしないようであったならば、社会
は、とうの昔にこの世の天国となっていたにちがいない。そうなれば、男性の悪い性癖をためるために法律
を置く必要はむろんない」41。 
「結婚における奴隷的隷属関係を認める法律は、近代社会のあらゆる原則にたいする驚くべき矛盾であるば
かりか、これらの原則を樹立するために長い間苦しみぬいた人類の経験のすべてにたいする矛盾でもある。
黒人奴隷制度がすでに廃止された今日においては、これこそ、あらゆる才能に恵まれた一個の人間が、自分
の運命をもう一人の人間の想いのままにまかせておき、しかもこの人間はかならずその権力を彼に隷属して
いる人間のためにもっぱら使うであろうといった希望を大まじめにもって暮らしている唯一の例である。結
婚こそ、イギリスの法律におけるただ一つの現実的奴隷制度である。各家庭の主婦をのぞいては、現在もは
や何処にも法律上の奴隷はない」42。 
 
ミルは、結婚は「現実的奴隷制度」だが、家庭において男女の平等が実現すれば、家庭が最も高度な道徳教
育の場となると、第 2 章において次のように主張している。 
 
「結婚した男女が法の前に平等であるということは、この特殊な関係が双方にとって正義と矛盾せず、かつ
                                                          
40 Mill(1869:284／83). 
41 Mill(1869:324／158). 
42 Mill(1869:324／158). 
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双方の幸福ともなりうるための唯一の形式であるばかりではなく、これこそ人類の日々の生活をもっとも高
遠な意味における道徳的教養の学校たらしめる唯一の手段でもある」43。 
 
「男女同権」（夫婦の同権）が実現した家庭においては、家庭生活が幸福であるばかりか、家庭は男女にとっ
て「高尚な」「道徳的陶冶の学校」つまり、≪人間的成長の場≫となりうる、と主張するのである。この主張は、
ミルが『経済学原理』において主張する「人間的成長論」（前原 2010;2012）の主張と一致する主張である44。
私見では、『女性の隷従』における男女の「支配‐隷従関係」の解消という主張は、『経済学原理』における資
本家階級と労働者階級の「支配‐従属関係」の解消という主張に通じる論点である。 
ミルは、力による「命令服従の関係」適用されている社会は、「発展段階の低い社会」であり、高度に発展し
た社会とは言えないと批判する。ミルにとって、本来あるべき社会の姿とは、男女の平等も含む「平等の社会」
である。 
 
「純粋な道徳的情操を養う唯一の学校が、対等な人間の社会であることには誤りはない。人類の道徳教育は、
従来主として力の法則に基礎をおいてきたのであって、もっぱら力が創造する関係だけに適用されているの
である」45。 
 
「発展段階の低い社会においては、対等な人間関係ほとんど認められていない。対等であるということは敵
だということである。社会は、一番高いところから一番低いところにいたるまで、一つの長い鎖をなす、い
やそれはむしろ梯子である、そこで各人はもっとも近い隣人の上かさもなければ下に位するものであり、彼
が命令しない場合には、彼はつねに服従していなければならない。したがってその社会におこなわれる道徳
は、主として命令服従の関係に適したものである。しかし命令服従は人間生活の不幸な必要事にすぎないの
であって、平等の社会こそその本来の状態というべきである。すでに近代の生活においては、その進歩発達
の程度に応じて、命令服従は人生の例外的事実となり、対等者の結合がその一般的原則となっている。すな
わち、原始時代の道徳は権力服従すべき義務に基礎をおき、これにつづく時代の道徳は強者の寛容と保護と
にたいする弱者の権利に基礎をおくものであった。社会と人生の一つの形式が、前時代の道徳をもって何時
まで満足するものであろうか。われわれが過去においてもってきたのは服従の徳であり、騎士道と寛大の徳
であった。しかし今こそは正義の徳をもつべき時となった。過去において、平等の社会が目標となったとき
は、「正義」が、いつでも徳の基礎としての要求を主張してきた。古代の自由共和国においても同等であった。
しかしそのもっとも立派な国においてさえ、対等な者は自由市民たる男性にかぎられていて、奴隷、女性、
公民権をもたない住民は、力の法則のもとにおかれていた。ローマ文明とキリスト教との影響はあいまって
これらの区別を抹殺し、人間の要求は、それ自体として、性、階級、社会的地位にもとづく要求を超越する
ものであることを、理論上（事実上なされてたのはわずかであった）明らかにした」46。 
 
現実の家庭は、夫の妻子への「専制」（家父長制）によって、「命令」と「服従」の場となっている。しかし
「家庭は正しくつくれば」、「自由の徳」をもって、家族の構成員が対等な者同士として相互に「共感」しあい
「愛」に満ちた共同生活となる、とミルは主張した。 
 
                                                          
43 Mill(1869:293／101). 
44 ミルの「人間的成長論」については、前原直子（2010;2012）参照。『経済学原理』においてミルは、資本家階級と社会の
大半を占めている労働者階級は、「支配‐従属関係」にあり、そのため労働者は自分の生活の向上に何の関心ももてない「道
徳的退廃」に陥り、そのことが理想的社会の実現を妨げていることを指摘する。株式会社において資本家が労働者の教育を
通じて「知的道徳的進歩」を実現し、「労働と報酬が一致する」経営改革を行えば、労働者は「利己心」を発揮して懸命に
働き、「生産性」が上がり、「生活水準」も上がるので、一時的にではあるが、「労資協調関係」が実現する。諸個人の「人
間的成長」が「社会の道徳革命」を実現し、「社会変革」へとつながるという「人間的成長論」は、ミル『自由論』『功利主
義論』など他の著作の根底に一貫して流れている、と前原（2012）は強調する。 
45 Mill(1869:293／101). 
46 Mill(1869:293-295／101-104). 
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「家庭は専制主義の学校であり、そこでは専制主義の美徳が、むろん悪徳とともに、大いに培われている。
自由国家における市民資格はあるていどまでは平等社会の養成所であるが、しかし市民資格も、近代生活に
おいてはほんのわずかな部分を占めるのみで、日々の習慣や心の奥底の感情には匹敵できない。しかし家庭
は、これを正しくつくれば、自由の徳の真の学校となるであろう。それは、子どもにたいしてはつねに服従
の学校となり、両親にたいしては命令のそれとなりうる。しかし必要なことは、家庭を一方における権力と、
他方においては服従という関係のない学校とすること、対等者相互の共感の学校、愛をもって共に住む学校
（a school of sympathy, of living together in love, without power of one side or obedience on the other）
とすることである」47。 
 
理想の家庭を実現するためにミルは、男性女性の教育と能力の陶冶の重要性を第 4 章で力説するのである。
そして男女平等を実現する理想の結婚が、「人類の道徳的再生」を実現する、と主張するのである。 
  
 「陶冶された能力をもち、同じ意見と目的をもつ二人の人間（two person of cultivated faculties, identical in 
opinion and purposes）、しかもその間には最も良い意味における平等があり、互いに優れた点をもちながら、
しかもその能力や才能が似かよっている、そしてその結果、それぞれが相互に尊敬しあう喜びを味わい、相
互に導き導かれつつ向上の道をたどることができる。そういう二人の結婚がどんなに幸福なものか。……（中
略）そして私は、深い確信をもって、これが、そしてこれのみが結婚の理想（the ideal of marriage）であ
ると主張したい」48。 
 「社会関係のうちで最も基本的な関係が平等の正義の原則（the rule of equal justice）のもとにおかれた時、
また人々が、権利も教養も対等な人間に対して強い共感（to cultivate the strongest sympathy）をもつに至
った時、はじめて、人類の道徳的再生（the moral regeneration of mankind）が始まるのである」49 
 
 以上のミルの『女性の隷従』に関する考察から理解できることは、「人類の道徳的再生」（すなわち「社会の
道徳革命」）が実現するためには、男女の隷従関係が解消され、「社会関係の最も基本的な関係」である結婚に
おいて、「完全なる男女同権」が実現することが不可欠である、ということである。このことから、『女性の隷
従』にも、『経済学原理』と同様に「人間的成長論」にもとづく「社会変革論」が展開されている、と考えてよ
いだろう。 
 ミルは、家庭における隷従からの女性の解放だけではなく、経済的隷従からの女性の解放、政治的隷従から
の女性の解放を主張する。 
 
3-2-2 経済的隷従からの女性の解放（職業） 
第 2 章の終わりで、ミルは家庭では、夫が就業し「生活費」を稼ぎ、妻が「家政」を受け持つ役割分担につ
いて追記している50。  
 
「家族の扶養費が財産でなく働いた稼ぎによる場合には、男性が稼いで収入を得、妻が家計を管理するとい
う世間一般のやり方は、一般的にいって二人の人間の間での極めて妥当な分業であると思われる。妻は子ど
もを産むという肉体的な苦痛のほかに、子どもの幼年時代における養育と教育との全責任を負い、それに加
えて、夫の稼ぎを家族全員のために注意深く経済的に支出する仕事まで引き受ければ、妻はその協同生活に
必要な心身両面の労働を公平に分担しているだけでなく、通常はそれより以上に引き受けている」51。 
 
                                                          
47 Mill(1869:295／104).ミルの共感論に関しては、前原直子（2013）を参照。  
48 Mill(1869:336／183). 
49 Mill(1869:336／183). 
50 Mill(1869:297-298／108-109). 
51 Mill(1869:297-298／108-109). 
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ミルの上記の叙述をいかに読むことができるのだろうか。ヒューズ(Hughes,1979)52は、ミルの女性論は、理
想と現実が異なる二元論である、と批判している。またこの叙述を受けて安川（2000）は、「ミルはこのよう
にして性別役割分業はきわめて合理的だと主張する」「夫が外で労働力を売って「稼ぎ」をえ、妻は家庭のなか
で家事労働する。こうした分業はきわめて妥当な公平な分担なのであり、そうあるべきだ、とミルはいう」53と
分析している。このように上記のミルの叙述を「男性稼ぎ主モデル」と同一に見る見方は、上杉（1992）や水
田（1984）にも見られる。すなわち上杉（1992）は、ミルは、通常は夫が働きに出て生活費を得る習慣は一般
的であるとしており、女性が働きに出ることを「望ましくない」としている、と指摘する。また水田（1984）
は、ミルの女性論は結局のところ、「性別役割分業」を前提とした主張である、と批判している。 
 しかしこのようなミルへの批判は、ミルの『自由論』をはじめとする著作の根底に流れる「個人の自立」「個
性の尊重」や「人間的成長」論を考察することによって、的確と言えないと考えられるのである54。 
まず上杉（1992）の分析については、前後の文脈を注意深く読むことで明らかとなる。ミルの主張はあくま
でも「男女同権」が実現した家庭に関しての記述であり、「性別役割分業」をミルは前提にし、支持しているわ
けではない。女性が「家計の管理」をした方がよいというミルの主張は、「財産目当て」の結婚や「飲んだくれ」
の夫から妻が財産を守るためである。また「協働生活に必要な心身両面の労働を公平に分担している」という
著述からは、「家事」を市場労働と同様な価値ある仕事と見なしていることが理解できる。 
さらにミルは、「家計」「育児」といった家庭運営を女性に開かれた価値ある労働の重要の一環と位置付けて
いる55。この意味は、従来、市場労働の外におかれていた（あるいは市場労働を支えるために当然のこととし
ての）家庭運営を、市場労働と同等に価値ある「労働」と認めている、と分析できる56。男女が支配‐従属関
係（隷従関係）から離れて、「自立」したパートナーとして同等の権利を認められることこそを第一に考えてい
るのであり、「性別役割分業」を前提にしているという主張は的確ではない。第 3 章（後述）において性別役
割分業を主張するものではないことがわかる。さらに J.S.ミルが性別役割分業を主張するのであれば、第 4 章
における女性の教育の必要性の主張は出てこないだろう。 
女性も「天職」につくべきであるという叙述からは、女性も男性同様、ひとりの人間として「個性」を伸長
すべきである、という『自由論』におけるミルの主張に通じる思想が貫徹されていると考えられるのである。 
以上は、ミルの主張への Hughes（1979）をはじめとする批判に対する反批判である。 
 
 『女性の隷従』第 3 章においてミルは、公正な「男女同権」を実現するためには、家庭という次元における
隷従からの解放だけではなく、職業の分野においても女性にも男性と同等に雇用の門戸が開かれるべきである、
と主張する57。 
女性が政治上社会上重要な地位につけない理由はなぜか。それは、社会の制度を作ったものが男性である。
女性でも許されれば、政治でも社会的な仕事でも男性に劣らない業績をあげることができる。本当に女性が解
放されるならば、全体として人間の社会的能力を増大するに違いない。 
ミルは、「完全なる男女同権の原理」に照らし合わせて、「男性の独占となっていたあらゆる職務と職業は女
性にも許されるべきだ」と主張した。ミルはまた、「女性の家庭外における無能力」の原因を、「家庭生活にお
ける女性の従属関係」にあると主張した。「人類の半数を占めている女性」を、「報酬のよい職業」や「社会的
に高い地位の職務」から除外していること、「劣等な男性にも法律上許されている職業」でさえも女性であるが
ゆえに適していないと定めること、さらにまた、「男性の独占的な利益のために」「女性には禁止されるべきで
ある」と定めること、これらすべては、正義に反している、とミルは指摘する。こうしたことが行われるのは、
                                                          
52 Hughes (1979:530). 
53 安川（2000:178）。 
54 前原直子（2012）参照。 
55 Mill(1869:298／110)。 
56 ミルが家事を、市場労働と同等に価値あるものと見なした論理は、一見、論理が飛躍するようではあるが、竹中
（2011:315-332）が、ワーク・ライフ・バランス論について、家事は「ライフ」ではなく市場労働と同等の「ワーク」であ
り、したがって、仕事・余暇の二分法から、仕事・家事・余暇の三分法の視点をうちだした論理に通じるものと考えられる
だろう。 
57 Mill(1869:299／111). 
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「女性は男性より精神的能力において劣っている」ということはなく「社会の利益」である「男性の利益」の
ためである、という理由からである、とミルは主張した58。 
 
「男女平等という問題にふくまれるもう一つの点、すなわち従来男性の独占となっていたあらゆる職務と職
業は女性にも許されるべきだという点については、家庭内における女性の平等について私の述べたところを
読まれた読者ならば、容易に納得されるであろうとおもわれる。女性の家庭外における無能力は、ひとえに
家庭生活における女性の従属関係を維持するために固執されるのだと、私は信じている。というのは、一般
の男性は、対象者とともに生活するという考えに我慢できるまでになっていないからである。そういう理由
からでないならば、政治や経済の学説がこのように進んできた今日、人類の半数を占めている女性を、多く
の報酬のよい職業やほとんどすべての高い社会的職務などから除外し、あるいは、もっとも愚かで劣等な男
性にも法律上許されている職業に、女性は、女性なるがゆえに、適していないしまた適するようになりえな
いと定め、さらにまた、それらがいかに女性に適している職業であっても、男性の独占的な利益のためにと
っておく必要上、女性には禁止されるべきであると定めるなどといったことは、みな正義に反するものであ
ることを認めない人があるとは思われない。過去二世紀のあいだにおいて（めったに起こったことではない
が）、女性の無能力を正当化するために、たんに事実をのべるにとどまらず、それにたいする理由をさがす必
要があった場合にも、その理由として、女性は男性より精神的能力において劣るといったものは一人もなか
った。公的生活の競争上裡において個人的な能力が実際にためされた時代にも（むろん女性もそれに加わっ
た）、それを本当に信じるものは全くなかったほどである。その時代においてあたえられた理由は、女性の不
適当性ではなく、むしろ社会の利益であったのであり、社会の利益とはすなわち男性の利益にほかならなか
った」59。 
 
 「たとえわれわれが、女性無しで済ましうるとしても、女性に対して、名誉や栄誉の公平な割り当てを拒絶
することは、すなわち女性に対して、自己責任において、自分自身の選好に従って（他者に危害を及ぼさな
いかぎりで）職業を選択する、全人類の平等な道徳的権利を否定することは、正義と相容れないのではなか
ろうか」60。 
 
 ミルは、第 3 章で女性の雇用の平等について主張し、第 4 章においては、女性の雇用の平等を実現するため
には、「女性の教育」と「職業訓練」が必要であることを主張している。 
 
「こう考えると、「誰のために」という疑問が発せられそうなのは以上の点についてではない。この点にかん
しては、利益より弊害が多いのではないかという人があるかもしれないが、いずれにしても、現に利益があ
るということは争えない。しかし、さらに範囲のひろい問題、すなわち女性の無能力を除去すること―市民
としてのあらゆる権利において女性が男性と同等であることを認めること―すべての名誉ある職務を女性に
も開放し、それに必要な訓練と教育を女性にもあたえること―こういう問題については、ただ男女間の不平
等には、正当な、ないしは道理にかなった弁護の余地はまったくないといっただけでは、多くの人は得心し
ない。彼等は、この不平等を廃止したらどういうはっきりした利益がえられるか、その説明を聞こうと要求
するのである」61。 
 
3-2-3 政治的隷従からの女性の解放（法律） 
 「男女同権」は政治的参画が両性に等しく認められてはじめて成り立つ、とミルは考えた62。 
第 4 章でミルは、「女性の解放」はそれ自体が「正義の要求」であると主張した。われわれは「女性の解放」
                                                          
58 Mill(1869:299／111-112). 
59 Mill(1869:299／111-112). 
60 Mill(1869:300／114). 
61 Mill(1869:324／158-159). 
62 Mill(1869:300-301／114-116). 
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を実現する義務をもっている。しかしこの要求が正しいのはそれだけのためではない。これを実現すれば男性
のわがままを制限し有能な女性が社会的に重要な地位に就くことが可能となるという利益がある。 
 
「これにたいして、私はまず、あらゆる人間関係のうちでもっとも普遍的におこなわれているこの関係が、
不正義によってではなく、正義によって規制されるようになるという利益をあげたい。これが人間の本性に
どれほど大きな利益をもたらすかということは、ただむきだしにそういえばよい。そうすれば、言葉に道徳
的意味を附する人なら誰でもはっきり判ることであって、それ以上くだくだしく説明したり例証したりする
必要はないであろう。人類社会に存する利己的な傾向、自己崇拝、不当な身びいきは、すべてその源を、男
女両性の関係を規制する現在の制度に発し、主としてこれによって助長されたものである。一人の少年にと
って、次のようなことがどんな影響をもつものであるか考えてみるがよい。すなわち、なんの力もなく何の
努力をしなくても、たとい人間のなかでもっとも軽薄空虚で、もっとも 無知愚鈍であっても、ただ男性に生
まれついたというだけの事実をもって、人類の半ばをしめる女性のすべてより、そしてその誰よりも当然に
すぐれているという信念のもとに成人するということ。その女性のなかには、彼が毎日毎時間自分よりもた
しかに優れていると感じないような女性も含まれるであろう」63。 
 
女性は、・・・今よりもっと立派な人間となるにちがいない。だから女性の解放は人間の解放である。人類の
半数からなる「女性の人格完成」のさまたげとなっている大きな障碍を排除することによって、人間は解放さ
れる。 
 
3-3  ミルの女性論と社会変革論 
 ミルは『女性の隷従』を通じて、「女性の進歩」が、「人類の進歩」であり、「社会革新」を実現する要である
ことを主張していると考察することができるだろう。『自由論』においてミルは、社会進歩のためには人間諸個
人の「個性」と「多様性(diversity)」の重要性を主張し、「自然的感情の陶冶→個性の開花→潜在的自己能力の
開花＝人間的完成」64という人間成長論を展開している。『経済学原理』では、貧富の格差の広がる不完全な社
会を理想的市民社会へと社会変革してゆくためには、教育制度の改革による人間諸個人の「知的・道徳的水準」
の向上→人口抑制が不可欠である、と主張している。ミルは、「人間成長と社会変革とは有機的関連性がある」
ということを『自由論』、『経済学原理』において主張した。ミルは『女性の隷従』において、「男女同権論」を
主張し、女性がかりに男性よりも劣っているとしたら、それは「教育」を十分に受けていないからであり、ま
た女性を男性の所有物とみなす「慣習」に起因するとしている。ミルにとって「人間的成長論」は単に男性の
みならず女性に対しても妥当することが理解できる。さらにミルの『女性の隷従』における次の叙述でこのこ
とは明らかとなる。 
 
「これまで論じてきた諸問題に比べてまさるとも劣らない重要な問題が、ここに一つ残っている。それは、
反対論者が、この問題の中心点について多少確信を失いはじめたのちでも、なお執念深く提出してくる疑問
である。すなわち、現在の慣習と制度を変更すること（the changes proposed in our customs and institutions）
によってどんな利益が生じるのか。女性を解放したならば、人類の状態はいくらかでもよくなるのか。もし
そうでないならば、何のために抽象的な権利の名において女性の心を動揺させ、社会革命を招来しようとす
る（attempt to make a social revolution）のであるか」65。 
 
「人類の知的能力を増大し、その事務を適当に処理するために用いうる知性の総量を大いに増加することは、
女性の知的教育をさらに立派な完全なものとすること（the better and more complete intellectual 
education of women）によって、ある程度は達成されると思われる。そうなれば、女性の教育は男性の教育
                                                          
63 Mill(1869:323／157). 
64 前原直子（2012）参照。 
65 Mill(1869:323／157). 
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と歩調をあわせて進歩するであろう。一般の女性は社会の同じ階級に属する男性と同様に、実務も公務も、
また高級な思索上の事柄も理解しうるように教育されるであろう。また、他人の行為や思索の結果を理解し
うるばかりか、みずからも相当なことを思索し行為するほどの選ばれた少数者については、男女いずれの性
に属する人であっても、一様にその能力を増進し訓練する便宜をもつようになるであろう。このようにして、
女性の活動範囲を拡大すれば、女性の教育は男性のそれと同じ水準まで上昇し、男性の側における進歩発達
にはすべて女性も加わることとなる、これはかならず良い結果をもつに相違ない。いまこのことを別にして、
たんに従来の障壁を廃止することだけをとってみても、それ自身すでに教育上絶大な効果をもっているので
ある。思想や行動におけるより広汎な問題、すなわち、たんに個人的な利益にとどまらず公共の利益にかん
する事柄は、すべて男性の仕事であって女性のなすべきことではないという考え―いいかえれば、その大部
分については積極的に女性を禁止し、きわめて小部分にたいしてのみ冷やかにその参与を黙認するといった
考えを捨て去ること、またそうなった場合に、女性もまた男性とかかわりのない人間であって、みずからそ
の職業を選択する権利があり、人間にとって興味のある問題ならば何事によらず彼女も男性と同じ動機によ
ってそれに興味をもち、彼女が実際にそれに参与すると否にかかわらず、いやしくも個人的意見をいれる余
地のある事柄ならば、彼女も意見をのべて男性とともにそれを検討する資格があるという自覚を女性がもつ
こと―こういうことが実現するだけでも、女性の各種の才能は無限に発展するであろう（an immense 
expansion of the faculties of women）、同様に、その道徳的情操の範囲も拡大すること（enlargement of the 
range of their moral sentiments）になるであろう」66。 
 
本論文は、先行研究の主張とは異なり、ミルの『女性の隷従』での主張を、全章を通して「完全なる男女同
権の原理」を貫徹した主張である、と分析する。ミルは、人類の半分を占める「女性の解放」が、家庭、経済、
政治の 3 分野で実現することによって初めて、人類全体の幸福を導く社会変革へと結実することを主張した。
なぜならミルは『自由論』で「自由の原理」と「個性」の重要性を強く主張しており、それは男性にとか、女
性にとかではなく、人類全体に対しての主張である。つまりミルは、リベラル・フェミニズムにもとづいて、
個々人としての自由と自立をすべての人間に求めていると考える。それは、ミルの質的功利主義の思想とも相
通じるものがある。この点は、本論文の主張が先行研究の見解とは異なる論点である。 
 
４ おわりに 
ミルが先駆的な主張を 1840 年代から、すでに構想としてもっていたのには、当時のイギリスが置かれた経
済的状況に対するミルの危機感があった。ヴィクトリア時代のイギリスは、富裕の全般化が進み、中間層の中
からさらに豊かな階級が生まれてきたが、その一方で経済的格差が広まって、社会の大多数を占める労働者階
級の貧困と「道徳的退廃」という問題が生じていた。マクロの視点に立ってみると、最先進国であるイギリス
の経済状態は、後発工業国であるドイツやアメリカが経済成長を遂げ始めているのに対して、利潤率が下がり、
このままいけば経済的諸矛盾をかかえたまま「定常状態（停止状態：stationary state）」に入ってしまう。ミ
ルはこのことを大いに危惧した67。利潤率低下に対するミルの危機感は、人類の半分である女性が隷従される
ことは人類の財産の喪失である、というミルの「男女同権論」＝「完全なる男女同権の原理」にもとづく主張
を生み出していくのである。 
 J.S.ミルは『女性の隷従』で、ヴィクトリア時代においては、家父長である男性がそれ以外の家族構成員を
所有し、支配-隷属関係が存在することを激しく批判し、女性も男性も「完全に同権」であるべきことを主張し
た。この主張は、『経済学原理』における女性の低賃金に関する節にも同様に述べられている。女性は生まれつ
き無知で、能力が男性に比べて劣っているという考えは偏見であり、ただ女性に対する無教育の結果である、
と論じた。ミルは、男性の女性に対する支配-隷属関係を家庭、経済、政治の３つの視座から論じた。つまり、
                                                          
66 Mill(1869:326-327／164-165). 
67 前原正美（1998）は、J.S.ミルが『経済学原理』において、利潤率が最低の現実の「停止状態」から、分配改善政策、土
地政策などの国家政策と労働エリートへの一般労働者の共感によって社会変革が実現し、理想的な停止状態が実現しうる、
という 2 つの「停止状態論」を主張したことに着目する。 
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①家庭における隷従からの解放、②経済（職業）における同権、③政治（法律）における同権を主張した。 
ミル『経済学原理』における論理では、賃金は需給関係で決定するため、雇用機会が極めて限定されている
女性は、当然、低賃金になる。ミルは、『経済学原理』において、労働者の経済的自立のために労働者階級の自
己教育の重要性を主張したが、『女性の隷従』においては、女性の「経済的自立」のための女性教育の必要性、
重要性を主張するのである。ミルは、株式会社を労働者の〈「共感」能力向上の場〉として株式会社を積極的に
評価した68。 
ミルは、『女性の隷従』においても「共感」能力育成の重要性を主張した。ミルによれば、家庭を「専制主義
の学校」から「共感の学校（school of sympathy）」へと移行させることによって、「人間の成長」が可能とな
る。すでに述べたように、ミルは、「女性の進歩」が、「人類の進歩」であり、「社会革新」実現の要と見なして
おり、家事を重要な「労働」と認めている。先に Pujol（1992）は、スミス以降の経済学理論が二分法によっ
て「女性労働を不可視（invisible）化した」と指摘したが、その指摘とは対照的に、ミルの主張は、女性の労
働を可視（visible）化する一大転機と評価できる。 
ミルは、『経済学原理』第 2編において、貧富の格差は、不完全な私有財産制度に起因するのであり、分配
制度の改善によって不完全な私有財産制度を理想的な私有制度へと移行することが可能となる、と主張した。
ミルにとって究極の理想的社会は、所有論との関連でいえば労働者同士のアソシエーションンが中心となった
アソシエーション社会であった69。しかしミルは、アソシエーション社会の実現は、現状の労働者の置かれた
「道徳的退廃」を考えると遠い将来の理想的な状態である。アソシエーション社会の実現のためには、まずは
社会の構成員の「徳」の向上、つまり「知的・道徳的水準」の向上を通じての「共感」能力の向上が重要とな
ると主張した70。 
J.S.ミルは「現存の不完全な私有財産制度」を改良して「労働と制欲にもとづく所有」原理にもとづく「理
想的な私有財産制度」を構築し、そののちに、労働者が生産の所有者となるアソシエーション社会が構築され
ると主張した。ミルの「男女同権論」＝「完全なる男女同権の原理」は、貴族院議員が議会の優位を占め、家
父長制の価値観の中にあったヴィクトリア時代においては、極めて先駆的な主張であった。貴族の力が大きい
議会において、急進改革派議員としても活躍した時期もあったミルは、1860年代には、女性参政権運動の中心
となった。J.S.ミルの経済学を学び受容した中産階級の女性たちが、著書を通じて女性の経済的自立に対する
社会的啓蒙運動の役割を果たしていった。「男女同権論」＝「完全なる男女同権の原理」は、21世紀の今日に
も適用できるほど現代的意義をもつ主張といえる。 
本論文において、ジェンダー格差が生じる原因を資本主義という文脈の中で、J.S.ミルをはじめとする経済
学説にもとづいて考察した。この考察を通じて理解できたことは、家父長制の理論が、ジェンダー格差を生み
出してきた大きな要因のひとつである、ということであった71。 
今後の課題としては、現代資本主義におけるジェンダー格差の問題を歴史的・経済学説史的視点から考察す
るもうひとつの視点である、資本の論理を考察してゆく。ジェンダー格差の要因が、家父長制の理論のみなら
ず、資本の論理とからまりながらジェンダー格差を生みだしていることを、歴史的・経済学史的に考察し、そ
の成果をふまえて、今後は、フェミニスト経済学における市場と家庭という公私二分法を超えた新たな枠組み
の考察とジェンダー格差をめぐる制度・政策論を研究したい。 
ケアを必要とする家族を持つ既婚女性の労働市場への進出に伴う「二重生活」、未婚女性の貧困化、こうした
ジェンダー格差の是正のためには、労働市場と家庭の公私二分法が持つ問題点を明らかにした上で、それを克
服する視座に立って、税制、扶養控除の問題を再構築してゆく必要がある。 
                                                          
68 前原直子（2011）参照。 
69 Pujol（1992）は、J.S.ミルとフェミニズム運動との関係をつぎのように説明している。J.S.ミルは、フーリエ（Fourier）
やトムプソン（William Thompson）という社会主義者とのみ一致する経済学者であり、ミル以降、明らかに（visible）フ
ェミニズムを支持する主要経済学者はだれもいない。ミルはフェミニストとしては、自由主義哲学者（liberal philosophers）
であり、古典派経済学者（classical economists）に位置するが、他の経済学者とは全く異なる独自の社会批判と、社会改良
運動の手法をとっており、そのことがミルを、その時代のフェミニスト運動に結びつけさせた（Pujol:1992, 24）。 
70 前原直子（2013）参照。 
71 ジェンダー格差の考察は、家父長制の論理だけでなく、資本主義の論理からも考察され、現在のフェミニズムでは、家父
長制の論理と資本の論理がからみあってジェンダー格差を生みだしている、という分析となっている。 
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ジェンダー格差が現代資本主義において存在する理由は、ヴィクトリア時代の中産階級の女性の貧困化の要
因を説明するのと同じ理論、つまり家父長制と資本主義の理論で説明できるといえるだろう。そこで J.S.ミル
の家父長制批判、マルクス主義における資本主義批判という経済学説からの説明が重要になってくる。 
J.S.ミルの家父長制の論理にもとづくジェンダー格差理解に対して、資本主義の論理とを導入して整理して
ジェンダー格差の原因を明らかにしたのが、H・ハートマンの一連の研究を中心とする後期マルクス主義フェ
ミニズムである。後期マルクス主義フェミニズムと現代のフェミニスト経済学会の動向については、今後の課
題としたい。 
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